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件 　　　名 提　出　者 審査委員会  委員会
結果

本会議での
結果と措置

2024 年度地方財政の充実・強
化に関する意見書の請願

日本労働組合総連合会北海道連合会
清水地区連合会
会長　安田幸子

総務産業 採　択 採　択
意見書を提出

2023 年度北海道最低賃金改正等
に関する意見書の請願

日本労働組合総連合会北海道連合会
清水地区連合会
会長　安田幸子

総務産業 採　択 採　択
意見書を提出

義務教育費国庫負担制度堅持・
負担率２分の１への復元、「30
人以下学級」など教育予算確保・
拡充と就学保障の実現に向けた
意見書の請願

日本労働組合総連合会北海道連合会
清水地区連合会
会長　安田幸子

厚生文教 採　択 採　択
意見書を提出

意 

見 

書

▼
２
０
２
４
年
度
地
方
財

政
の
充
実
・
強
化
に
関
す

る
意
見
書
（
一
部
抜
粋
）

　

社
会
保
障
の
維
持
・
確
保
、

人
へ
の
投
資
も
含
め
た
地
域

活
性
化
、
デ
ジ
タ
ル
化
、
脱

炭
素
化
、
防
災
・
減
災
、
物

価
高
騰
対
策
、
地
域
公
共
交

通
の
再
構
築
な
ど
、
増
大
す

る
地
方
公
共
団
体
の
財
政
需

要
を
的
確
に
把
握
す
る
と
と

も
に
、
そ
れ
を
支
え
る
人
件

費
を
重
視
し
、
十
分
な
地
方

一
般
財
源
総
額
の
確
保
を
は

か
る
こ
と
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
策
と
し
て
、
5
類
移

行
後
に
お
け
る
ワ
ク
チ
ン
接

種
体
制
や
保
健
所
も
含
め
た

医
療
提
供
体
制
に
つ
い
て
、

自
治
体
で
の
混
乱
が
生
じ
る

こ
と
の
な
い
よ
う
、
十
分
な

財
政
措
置
や
よ
り
速
や
か
な

情
報
提
供
な
ど
を
行
う
こ
と
。

　

子
育
て
対
策
、
地
域
医
療

の
確
保
、
介
護
や
生
活
困
窮

者
の
自
立
支
援
な
ど
、
急
増

▼
２
０
２
３
年
度
北
海
道

最
低
賃
金
改
正
等
に
関
す

る
意
見
書
（
一
部
抜
粋
）

　
「
地
域
間
格
差
に
も
配
慮

し
な
が
ら
、
で
き
る
限
り
早

期
に
全
国
加
重
平
均
１
０
０

０ 

円
に
な
る
こ
と
を
目
指
す
」

こ
と
が
堅
持
さ
れ
た
「
経
済

財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方

針
（
骨
太
方
針
）」
を
十
分

尊
重
し
、
経
済
の
自
律
的
成

長
の
実
現
に
向
け
て
、
最
低

賃
金
を
大
幅
に
引
き
上
げ
る

こ
と
。

　

賃
上
げ
の
原
資
確
保
の
た

め
、
公
正
取
引
を
促
す
「
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
構
築
宣
言
」

の
宣
言
企
業
拡
大
を
進
め
る

と
同
時
に
、
厚
生
労
働
省
の

▼
義
務
教
育
費
国
庫
負
担

制
度
堅
持
・
負
担
率
２
分

の
１
へ
の
復
元
、「
30
人

以
下
学
級
」
な
ど
教
育
予

算
確
保
・
拡
充
と
就
学
保

障
の
実
現
に
向
け
た
意
見

書
（
一
部
抜
粋
）

　

国
の
責
務
で
あ
る
教
育
の

機
会
均
等
・
水
準
の
最
低
保

障
を
担
保
す
る
た
め
、
義
務

教
育
費
を
無
償
と
す
る
よ
う

求
め
る
。
少
な
く
と
も
、
義

務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を

堅
持
し
、
当
面
、
義
務
教
育

費
国
庫
負
担
金
の
負
担
率
を

２
分
の
１
に
復
元
さ
れ
る
よ

う
要
請
す
る
。

　
「
30
人
以
下
学
級
」
の
早

期
実
現
に
む
け
て
、
小
学
校

１
年
生
か
ら
中
学
校
３
年
生

の
学
級
編
制
標
準
を
順
次
改

定
す
る
よ
う
求
め
る
。
当
面
、

中
学
・
高
校
へ
の
「
35
人
以

下
学
級
」
拡
大
を
求
め
る
。

ま
た
、
地
域
の
特
性
に
あ
っ

た
教
育
環
境
整
備
・
教
育
活

動
の
推
進
、
子
ど
も
た
ち
の

教
育
を
保
障
す
る
た
め
、
計

画
的
な
教
職
員
定
数
改
善
に

よ
る
実
質
的
な
教
職
員
増
及

び
資
質
向
上
の
早
期
実
現
、

教
頭
・
養
護
教
諭
・
事
務
職

員
の
全
校
配
置
の
実
現
の
た

め
、
必
要
な
予
算
の
確
保
・

拡
充
を
図
る
よ
う
要
請
す
る
。

　

給
食
費
、
修
学
旅
行
費
、

教
材
費
な
ど
保
護
者
負
担
の

解
消
や
、
図
書
費
な
ど
に
つ

い
て
国
に
お
い
て
十
分
な
確

保
、
拡
充
を
行
う
よ
う
要
請

す
る
。

　

就
学
援
助
制
度
・
奨
学
金

制
度
の
更
な
る
拡
大
、
高
校

授
業
料
無
償
化
に
対
す
る
所

得
制
限
の
撤
廃
な
ど
、
就
学

保
障
の
充
実
に
向
け
、
国
の

責
任
に
お
い
て
予
算
の
十
分

な
確
保
、
拡
充
を
図
る
よ
う

要
請
す
る
。

請 願 審 査
の 結 果

　６月定例会前に受理した町民からの請願は３件でした。
　常任委員会に審査を付託した結果、次のとおり決定
　しました。

す
る
社
会
保
障
ニ
ー
ズ
へ
の

対
応
と
、
地
方
単
独
事
業
分

も
含
め
、
十
分
な
社
会
保
障

経
費
の
拡
充
を
は
か
る
こ
と
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
分
野
を
支

え
る
人
材
確
保
に
む
け
た
自

治
体
の
取
り
組
み
を
十
分
に

支
え
る
財
政
措
置
を
講
じ
る

こ
と
。

業
務
改
善
助
成
金
な
ど
各
種

助
成
金
の
利
用
を
促
進
し
、

最
低
賃
金
の
大
幅
引
き
上
げ

を
図
る
こ
と
。




